
工事中の防火対象物の消防計画に関する取扱要領 

 

（趣旨） 

第１  この要領は、工事中の大規模な防火対象物の防火管理体制を確保するため、当該防火対象物

の消防計画に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（消防計画の作成及び届出） 

第２  次に掲げる防火対象物の工事施行責任者は、各分担工事ごとに防火に関する責任者を定める

とともに、これを統括する責任者を定めて、火災の発生の防止、火災の発見、消火、通報、避難

等に関して消防法（昭和２３年法律第１８６号）第８条の規定に準じた消防計画を作成し、工事

中における消防計画届出書（様式第１号）により、消防長に届け出るものとする。 

（１）新築工事中の防火対象物で、延べ面積が１，０００平方メ－トル以上のもの。ただし、防火

地域及び準防火地域に指定された地域にあっては、延べ面積が５００平方メートル以上のもの。 

（２）増改築等の工事中の防火対象物で、当該増改築部分の延べ面積が、消防法施行令（昭和３６

年政令第３７号）別表第１ (1)項から (4)項まで、 (5)項イ、 (6)項、 (9)項イ、(16)項イ、(16

の 2)項及び(16の 3)項に規定する特定防火対象物にあっては、５００平方メートル以上、その

他の防火対象物にあっては、１，０００平方メートル以上のもの。 

 

 

      附  則 

  この要領は、平成１１年４月１日から運用する。 

      附  則 

  この要領は、平成１３年４月１日から運用する。 

附  則 

  この要領は、平成２２年４月１日から運用する。 

   附 則 

 この要領は、令和元年１２月１日から運用する。 

附  則 

 （施行期日） 

１ この要領は、令和３年１月１日から運用する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行の際現に改正前の工事中の防火対象物の消防計画に関する取扱要領の規定に基 

づいて作成されている様式は、改正後の工事中の防火対象物の消防計画に関する取扱要領の規定 

にかかわらず、当分の間、使用することができる。この場合においては、押印することを要しな 

い。 

 



様式第１号（第２関係） 

工事中における消防計画届出書 

                                                              年      月      日 

   豊田市消防長様 

                                       統括防火責任者 

                                               住  所 

                                               氏  名                            

                                               電  話           （  ） 

   別添のとおり消防計画を作成しましたので届け出ます。 

 建築主住所氏名                                        電話      （    ）        番 

 防火対象物の概要 

 所 在 地  

 名    称   用    途  

 用途地域   防火地域  

 構    造   階    数   工事種別  

 敷地面積          ㎡  建築面積           ㎡  延べ面積           ㎡ 

消防用設備等又は 

特殊消防用設備等 
 

 工事着工年月日  

 工事完了年月日  

 使 用 年 月 日  

 ※ 同 意 番 号                    号 ※同意年月日        年      月      日 

 備            考  

 ※  受  付 欄  ※  経  過 欄 

注意  １  ※印の欄は、記入しないでください。 

      ２  工事種別の欄には、新築、増築、改築、移転、用途変更、大規模の修繕・模様替の区分

を記入してください。 

      ３  消防用設備等の欄には、新築以外の場合のみ既存部分に設けられている消防設備名を記

入してください。 

    ４  危険物を貯蔵し、又は取り扱う場合は、備考欄に品名、数量を記入してください。 



     消 防 計 画  の作成要領 
 

              株式会社新築工事中の消防計画 

 

（目 的） 

第１条 この計画は、           株式会社新築工事中における防火管理について

必要な事項を定めて、火災、震災及びその他の災害の予防及び人名の安全並びに災害の防止

をはかることを目的とする。 

（統括防火責任者） 

第２条 統括防火責任者は           株式会社           があたり、

この計画についての一切の権限を有するものとする。 

（統括防火責任者の業務） 

第３条 統括防火責任者は、次の業務を行うこととし、その責任を負うものとする。 

（１） 消防計画の検討及び変更 

（２） 消火、通報、避難及び避難誘導の訓練の実施 

（３） 消火器等の点検、整備の実施及び監督 

（４） 火気の使用又は取扱に関する指導監督 

（５） 火気使用設備器具等及び引火性爆発性物品の管理監督 

（６） 建築施主者に対する助言及び報告並びにその他防火管理上必要な業務 

（消防機関への報告・連絡） 

第４条 統括防火責任者は、次の業務について、消防機関への報告及び連絡を行うものとする。 

（１） 消防計画の提出 

（２） 建物及び諸設備の設置又は変更時の事前連絡及び法令に基づく諸手続き 

（３） 教育訓練時における指導の要請 

（４） その他防火管理について必要な事項 

（消防計画の適用範囲） 

第５条 当該建築工事内に出入りする全ての者に、この消防計画に定める事項を適用するもの

とする。 

（工事人等の遵守事項） 

第６条 当該建築工事内で工事を行うものは、次の事項を遵守しなければならない。 

（１） 溶接その他の火気等を使用する作業計画を統括防火責任者へ提出するほか、作業の実施

にあたっては、必要な指示を受けること。 

（２）火気等を使用する作業にあっては、消火器等を配置すること。 

（３）指定された場所以外では、喫煙、焚火等を行わないこと。 

（４）危険物類の使用は、そのつど統括防火責任者の承認を得ること。 

（５）統括防火責任者は、作業責任者が責任を負うこと。 

（統括防火責任者への連絡） 

第７条 次の事項を行おうとする者は、統括防火責任者へ連絡し、承認を得るものとする。 

（１） 臨時に火気を使用するとき。 

（２） 建築物及び各種設備器具を設置又は変更するとき。 

 



（火気等の使用制限） 

第８条 統括防火責任者は、次の事項を行うことができる。 

（１） 火災警報発令時の火気使用の禁止又は制限 

（２） 喫煙禁止場所あるいは、喫煙場所の指定 

（予防管理組織等） 

第９条            株式会社新築工事中の火災の予防及び、地震時の出火防止を

図るため、統括防火責任者のもとに防火担当責任者、火元責任者等を定める。 

２ 前項の編成は、次によるものとし、その主たる任務は、次のとおりとする。 
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（ ）内に担当者名を記入  


